






































































平成29年度 燕市国民健康保険
特別会計決算の概要について

燕市国民健康保険

H30.8

資料 2



総務費

117百万円

(1.3%)

保険給付費

4,965百万円

(56.4%)

後期高齢者支援金

924百万円

(10.5%)

前期高齢者

納付金等

3百万円

(0.0%)
介護納付金

357百万円

(4.1%)

共同事業拠出金

1,790百万円

(20.3%)

保健事業費

106百万円

(1.2%)

基金積立金

469百万円

(5.3%)

諸支出金

65百万円

(0.7%)

諸収入

40百万円

(0.4%)

繰越金

539百万円

(5.8%)

繰入金

609百万円

(6.5%)

財産収入

0.0百万円

(0.0%)

共同事業交付金

1,736百万円

(18.6%)

県支出金

398百万円

(4.3%)

前期高齢者交付金

2,534百万円

(27.2%)

療養給付費等

交付金

121百万円

(1.3%)

国庫支出金

1,640百万円

(17.6%)

使用料及び手数料

0.9百万円

(0.0%)

国民健康保険税

1,699百万円

(18.2%)
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データ：燕市事業年報

（すべて年度末時点）

◆平成29年度国民健康保険会計決算の概要

※表中の数字は項目ごとに四捨五入しているため
総額が一致しない場合がある。

歳入
9,316
百万円

歳出
8,796
百万円

データ：燕市国民健康保険特別会計決算

H27年度 H28年度 H29年度

10,539世帯 10,113世帯 9,827世帯

18,139人 17,028人 16,266人

 前期高齢者 8,031人 7,893人 7,896人

 (全体に占める
　割合)

(44.3%) (46.4%) (48.5%)

 世帯数

 被保険者数

1



◆平成29年度燕市国民健康保険特別会計決算

H28年度
決算

H29年度
最終予算

H29年度
決算

決算比較
（H29-H28）

①国民健康保険税 1,769 1,674 1,699 ▲ 70

②使用料及び手数料 0.9 0.8 0.9 0

③国庫支出金 1,683 1,640 1,640 ▲ 43

④療養給付費等交付金 244 147 121 ▲ 123

⑤前期高齢者交付金 2,210 2,534 2,534 324

⑥県支出金 379 363 398 19

⑦共同事業交付金 1,881 1,736 1,736 ▲ 145

⑧財産収入 0.003 0.007 0.007 0.004

⑨繰入金 770 622 609 ▲ 161

⑩繰越金 146 539 539 393

⑪諸収入 40 33 40 0

【合計】 9,123 9,289 9,316 193

◆歳入

H28年度
決算

H29年度
最終予算

H29年度
決算

決算比較
（H28-H27）

①総務費 106 123 117 11

②保険給付費 5,050 5,236 4,965 ▲ 85

③後期高齢者支援金等 952 924 924 ▲ 28

④前期高齢者納付金等 0.7 3.5 3.5 2.8

⑤介護納付金 371 357 357 ▲ 14

⑥共同事業拠出金 1,841 1,964 1,790 ▲ 51

⑦保険事業費 111 122 106 ▲ 5

⑧基金積立金 70 469 469 399

⑨諸支出金 82 84 65 ▲ 17

⑩予備費 0 8 0 0

【合計】 8,584 9,289 8,796 212

◆歳出

※表中の数字は項目ごとに四捨五入しているため、総額が一致しない場合がある。

（単位：百万円） （単位：百万円）

2データ：燕市国民健康保険特別会計決算

・平成29年度燕市国民健康保険特別会計は、歳入が93億1,606万円（前年度1億9,354万円増）、歳出が87億9,565万円（前年度2億1,172万円
増）で、歳入から歳出を差し引いた形式収支は5億2,041万円（前年度1,818万円減）となりました。

・歳入全体としては、被保険者数の減少とそれに伴う保険給付費等の減少により、国民健康保険税や療養給付費等交付金、共同事業交付金など減額と
なった費目がある一方で、繰越金および前々年度の精算により交付増となった前期高齢者交付金の増額が大きく、前年度比で2.1％（1億9,354万
円）の増となっています。

・歳出全体としては、大きく増額した繰越金のうち、国庫返還金を除いた額を基金に積み立てたことにより、前年度比2.5％（2億1,172万円）の増
となっています。



国保の保険税は、その年に予測される医療費から、病院などで支払う一部負担
金と、国などからの補助金を差し引いた分が国保税額の総額になります。
世帯ごとに課税となり、所得割（世帯の被保険者の所得に応じて計算）＋均等
割（世帯の被保険者数に応じて計算）＋平等割（１世帯あたりの年間定額）で
保険税が決まります。

医療保険分

国保の保険税として、医療保険分・後期高齢者支援金分・介護保険分を合わせ
て納めます。介護保険分については、40～6４歳の人（介護保険の第2号被保
険者）が納めます。
H29年度の燕市国民健康保険税は16億9,867万円で、被保険者数の減少や税
制改正により対前年度で7,082万円減少しております。

後期高齢者
支援金分

（40～64歳）
介護保険分

◆歳入の概要

①国民健康保険税 1,698,668,305円（▲70,819,989円）

②使用料及び手数料 864,300円（▲84,000円）

国民健康保険税の督促手数料です。

③国庫支出金 1,639,964,544円（▲43,002,414円）

国民健康保険事業の健全な発展と保険財政の安定化を図るため、国から交付さ
れるものです。国庫支出金は、国から負担割合に基づいて支出される国庫負担
金と、財政調整交付金などの国庫補助金に区分されます。

④療養給付費等交付金 121,129,677円（▲122,744,169円）

療養給付費等交付金は、毎年度被用者保険等保険者が社会保険診療報酬支払基
金に納付する拠出金から支払基金が市町村に交付しているものです。退職被保
険者等の保険給付費に必要な財源です。

⑤前期高齢者交付金 2,533,878,140円（＋323,650,123円）

65～74歳の前期高齢者について、国保と被用者保険との保険者間で生じ
ている医療費の不均衡を調整するための仕組みです。

⑥県支出金 397,672,062円（＋18,802,464円）

国民健康保険調整交付金（県補助金）や、高額医療費共同事業負担金など
（県負担金）からなります。
県支出金の主となる調整交付金は、国庫負担金だけでは解消できない財政
力の不均衡の調整を行い、また新潟県では保健事業全般についても評価対
象として交付額が算定されます。

⑦共同事業交付金 1,736,221,890円（▲144,690,991円）

都道府県内の市町村国保の医療費について、市町村国保の拠出により負担
を共有するものです。これにより、都道府県内の市町村国保の財政の安定
化と、保険料の平準化が図られます。

⑧財産収入 6,933円（＋3,981円）

基金の運用によって生じた利息です。生じた利息は、全額を歳出の基金積
立金から支出し、給付準備基金に積み立てます。

⑨繰入金 609,254,160円（▲160,259,000円）

一般会計繰入金は、国の基準による法定繰入と市の基準による法定外繰入
があり、それぞれの基準に合わせて繰入を行っております。

⑩繰越金 538,589,901円（＋392,862,368円）

前年度国保特別会計からの繰越金になります。

⑪諸収入 39,813,811円（▲161,631円）

国民健康保険税の未納に係る延滞金及び加算金などからなります。

法定繰入金では、低所得者に対する保険税軽減相当額を公費で補てんする
目的（保険基盤安定繰入）や国保担当職員の人件費などに対して繰入が行
われます。
また、燕市では例年人間ドッグ助成金の一部に充てるために法定外繰入を
行っております。

国庫支出金は、療養給付費等負担金（11.7億円）と財政調整交付金（4.1億
円）が主となります。前者は、医療費の保険者負担相当分の３２％を国が負
担して被保険者の保険税負担緩和を図る定率負担金であり、後者は医療費の
水準や所得水準の違いによって生じる国保保険者の財政力の不均衡を調整す
るため、また保険事業の実施状況に応じて交付される補助金となります。

全国平均を基準として、前期高齢者加入率が平均を下回る場合（主に被用
者保険）は拠出し、平均を上回る場合（主に国保）は交付されます。H29
年度の燕市国民健康保険特別会計では25億3,388万円が交付されまし
た。

3データ：〈国保の保険税〉・燕市国民健康保険特別会計決算



◆歳出の概要

①総務費 117,441,624円（＋11,262,462円）

国民健康保険事業の管理運営にかかる全体的な経費になります。

H29年度の総務費は1億1,744万円となり、1,126万円の支出増になります。
これは、H30年度の制度改正に向けた情報連携のためのシステム改修費が発生
したためです。

②保険給付費 4,964,569,308円（▲85,738,277円）

主に国民健康保険被保険者が受けた診療に対して給付される費用で、療養給付
費、高額療養費、出産育児一時金、葬祭費などがこれに該当します。

国民健康保険特別会計歳出において、その大部分（56.4％）を占めています。
H29年度の保険給付費は49億6,457万円で、前年度から8,574万円減少して
いますが、一人あたりの保険給付費は増加しています。

③後期高齢者支援金等 923,741,350円（▲28,243,709円）

後期高齢者医療制度にかかる拠出金のうち、燕市国保の負担分です。

後期高齢者医療制度では、患者負担を除いた医療に要する費用のうち、50％
は公費（国33％・都道府県8％・市町村8％）が負担し、約10％は後期高齢
者自らが保険料として負担します。残り約40％が現役世代（75歳未満の方）
の負担となり、各保険者が「後期高齢者支援金」として拠出することになって
います。

④前期高齢者納付金等 3,450,672円（＋2,776,091円）

前期高齢者医療制度にかかる拠出金のうち、燕市国保の負担分です。

⑤介護納付金 356,970,497円（▲13,906,235円）

国民健康保険税のうち、40～6４歳の国保被保険者（第2号被保険者）は
介護保険分の保険税を納めます。この保険税を、各保険者が介護納付金と
して社会保険診療報酬支払基金に納付します。

⑥共同事業拠出金 1,789,575,290円（▲51,189,726円）

都道府県内の市町村国保の医療費について、市町村国保の拠出により負担
を共有するものです。

⑦保健事業費 105,818,203円（▲5,527,061円）

保健事業費は、特定健診に対する勧奨案内などの特定健康診査等事業費
と、燕市が行う各保健事業に関する保健事業費で構成されています。

⑧基金積立金 468,596,834円（＋398,593,882円）

過年度分の国庫返還金や国民健康保険税の還付金・還付加算金、延滞金な
どからなります。

⑨諸支出金 65,489,864円（▲16,310,865円）

⑩予備費 ０円（±０円）

歳入の「⑧財産収入」に計上した金額を、この基金積立金へ積み立てま
す。また、H29年度では前年度からの繰越金の一部を積み立てています。

予定した経費の不足、または未計上の経費の必要に備えて、歳出予算に計
上する経費です。

燕市の特定健康診査等事業としては、未受診者に対する受診勧奨案内の発
送や、生活習慣改善のための特定保健指導を行っています。
また、ジェネリック差額通知・慢性腎臓病（CKD）進行予防事業・胃がん
リスク検診・糖尿病性腎症重症化予防事業・COPD検診など、燕市独自で
様々な保健事業に取り組んでいます。

4データ：燕市国民健康保険特別会計決算

【一般+退職】

年度
平均
被保数

療養費 高額療養費 その他

21,828人 @222,716 4,861,449,500円 @251,305 5,485,491,902円
102.85% 101.18%

21,314人 @229,170 4,884,531,777円 @259,135 5,523,201,795円
97.65% 102.90% 100.47% 103.12% 100.69%

20,690人 @232,095 4,802,045,835円 @264,357 5,469,538,416円
97.07% 101.28% 98.31% 102.02% 99.03%

20,139人 @236,856 4,770,044,486円 @269,198 5,421,371,679円
97.34% 102.05% 99.33% 101.83% 99.12%

19,376人 @242,188 4,692,635,932円 @275,514 5,338,354,037円
96.21% 102.25% 98.38% 102.35% 98.47%

18,641人 @261,190 4,868,835,635円 @299,696 5,586,641,107円
96.21% 107.85% 103.75% 108.78% 104.65%

17,638人 @249,765 4,405,355,610円 @286,331 5,050,307,585円
94.62% 95.63% 90.48% 95.54% 90.40%

16,772人 @269,900 4,526,761,000円 @312,186 5,235,977,000円
96.20% 104.50%

16,618人 @260,476 4,328,582,046円 @298,746 4,964,569,308円
94.22% 104.29% 98.26% 104.34% 98.30%

15,808人 @271,279 4,288,382,000円 @312,647 4,942,325,000円
96.20% 104.50%

保険給付費合計

※保険給付費の推移（燕市支払分）

療養給付費

H22年度 33,921,079円 541,068,356円 49,052,967円

H23年度 31,828,681円 556,380,365円 50,460,972円

H24年度 31,525,420円 587,923,168円 48,043,993円

H25年度 33,052,198円 573,643,879円 44,631,116円

40,995,231円

H27年度 34,905,037円 640,397,966円 42,502,469円

※
参
考
　
保
険
給
付
費
の
推
移

H26年度 34,874,213円 569,848,661円

H28年度 32,344,405円 582,800,111円 29,807,459円

H30年度
当初

32,600,000円 584,566,000円 36,777,000円

H29年度
当初

37,000,000円 629,210,000円 43,006,000円

決算 30,434,292円 577,362,008円 28,190,962円
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◆医療費の推移

一人当たりの医療費（円）

3,995百万円

3,573百万円
3,604百万円
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2,488百万円 2,336百万円
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前期高齢者 64歳以下

（百万円） 総医療費の推移

（60.7%）
（59.8%）

（59.0%）

総医療費

前期高齢者

5,940百万円

6,678百万円

6,061百万円

（ ）は全体に占める割合

被保険者数の減少により総医療費は全体として減少傾向にあるが、前期高齢者の加入割合の増加により、H29年度の総医療費に占める割合はこれまで以
上に高くなっている。また、これは全体の一人あたり医療費増にも影響しており、H27年度医療費激増時に近い値まで増加している。

5データ：燕市事業年報



◆国民健康保険における医療費の負担

①一般分（0～64歳までの人） ③前期高齢者分

（65～74歳まで）

②退職分（60歳～64歳までの退職本人とその扶養家族）

①一般分…０歳から64歳まで
一般被保険者分の医療費は、50%が国・県、50%が保険税や一般会計からの繰入金で負担します。
②退職分…60歳から64歳（本人）とその扶養家族
退職被保険者等分の医療費は、保険税と社会保険診療報酬支払基金からの交付金で負担します。
※平成27年より新規適用停止
③前期高齢者分…65歳から74歳まで
全保険者（国民健康保険、社会保険、共済保険など）で負担を調整し、残り50％は国・県の負担になります。

年齢0 60 64 65 74歳

退職被保険者の負担する保険税と社会保険診療報酬支払基金からの交付金（②の部分）

前期高齢者交付金（③の一部）

その他返納金収入…第三者行為による医療費返納など

国の財政調整交付金 【9%】

保険税 （普通7%・特別2%）

国庫負担金（定率） 【32%】

共同事業（歳入ー歳出）…医療費を調整

保険基盤安定繰入金（保険者支援・保険料軽減制度）

財政安定化支援事業繰入金

…被保険者の保険料緩和と財政基盤の安定化を目的とした繰入 県の財政調整交付金

その他繰入金 1号交付金（基準） 【9%×8/9】

…一般会計や基金などから不足する財源を補てん 2号交付金（支援） 【9%×1/9】

6

国保の負担
の（50％）

国・県の負担
の（50％）

◆国保が支払う医療費（太枠内）



区分 事業名 事業の目的及び概要

実施年度
実施状況

（アウトプット評価）
効果・課題

H25 H26 H27 H28 H29

①
短
期
で
効
果
の
あ
る
事
業

ジェネリック医薬
品の使用促進事
業（差額通知）

【目的】 医療費の削減他
【Ｈ27年度】

通知12回・通数6,353通
普及率（数量ベース）67.34％ ※新基準
効果実績（医療費ベース）

12ヶ月 68,335千円
【Ｈ28年度】

通知12回・通数6,304通
普及率（数量ベース）70.63％ ※新基準
効果実績（医療費ベース）

12ヶ月 83,941千円
【Ｈ29年度】

通知12回・通数5,980通
普及率（数量ベース）73.17％ ※新基準
効果実績（医療費ベース）

12ヶ月 95,248千円

Ｈ24年度実施時の削減効果額は、医療費ベース
で年間15,514千円程度であったが、H28年度実績
では83,941千円程度となり、事業実施からの累計
では、H28年度末に概ね256,813千円に上る状況
である。なお、厚生労働省がＨ30.3月までに60％
の達成目標としている普及率については、H27年
度67.34％と目標値に達成した。ただし、厚生労働

省は更なる使用促進を強く推進するため、目標値
をH29年度に70％、H32年9月末まで80％と上方修

正しており、これらを達成すべく、普及拡大への取
り組みをより一層進めてきたなかで、H28年度
70.63％と、70％の目標値は既に達成することが
できた。今後更に、Ｈ32年9月末まで80％の目標
に向け、事業を推進していく必要がある。

【概要】

現在処方されている先発医薬品を後発医薬
品（ジェネリック医薬品）に変えた場合、窓口
で支払う金額が安くなる被保険者に対して、
その差額を通知することで、後発医薬品
（ジェネリック薬）の普及拡大を図る。

柔道整復療養費
の適正受診対策
事業

【目的】 医療費の適正化 【Ｈ27年度】
調査人数 39名

【H28年度】
調査人数 42名

【H29年度】
調査人数 62名

現在、患者に対して実際の施術内容とレセプト内
容との整合性について施術院単位で調査を実施
している。この取組は、医療費通知を含め上昇を
続けている療養費の抑制に効果があると考えら
れる。【概要】

国民医療費の伸びを上回る療養費の状況を
踏まえ、療養費の中で大きなシェアを占める
本療養費の適正化への取組の一環として、
多部位、長期又は頻度が高い施術を受けた
被保険者への調査を実施する。

多受診者への
訪問指導

【目的】 医療費の適正化
【Ｈ26年度】保健指導者数（個別訪問）
・重複受診者 22名（ 7名訪問）
行動変容者 7名

・頻回受診者 53名（20名訪問）
行動変容者 19名

・重複服薬者 44名（ 8名訪問）
行動変容者 8名

【Ｈ27年度】保健指導者数（個別訪問）
・重複受診者 16名（ 9名訪問）
行動変容者 7名

・頻回受診者 46名（19名訪問）
行動変容者 13名

・重複服薬者 25名（ 10名訪問）
行動変容者 9名

【Ｈ28年度】保健指導者数（個別訪問）
・重複受診者 9名（ 6名訪問）
・頻回受診者 39名（20名訪問）
・重複服薬者 39名（19名訪問）

（※行動変容者の分析結果は9月予定）

Ｈ25年度から、燕市独自で構築している国保医療

データベースから、「重複受診者」「頻回受診者」
「重複服薬者」の定義により対象者を1次特定し、

さらにその対象者から独自で定義した除外項目
（癌患者、難病患者、精神疾患患者他）により除
外した結果に、直近の受診状況等最新情報或い
は、より指導効果が現れやすい情報（年齢等）を
加味し指導対象者を特定する方法で変更実施を
している。直近の効果分析では、行動変容者が約
8割となっており、一定の効果をあげている。

【概要】

多受診（重複・頻回受診者・重複服薬者）は、
医療費高額化の要因となっており、これらの
患者に対して正しい受診行動に導く保健指
導は重要である。そのために効果的な保健
事業となるよう正確な多受診者の把握とその
傾向を把握し、「指導対象者集団の特定」「適
切な指導実施方法の確立」「事業の評価方
法」について本市の医療費分析を基に対象
者を特定し的確な保健指導を実施する。
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◆平成29年度燕市国民健康保険事業の重点課題

H24～

H25～

H25～



区分 事業名 事業の目的及び概要

実施年度
実施状況

（アウトプット評価）
効果・課題

H25 H26 H27 H28 H29

◆
デ
ー
タ
分
析

燕市医療データ
ベース作成（レセ
プトデータ及び特
定健診結果）及び
医療費分析作成

【目的】 国保被保険者の健康状態を明確にし、的確
な保健指導に役立てる。

【データベース活用状況】
①医療費分析（Ｈ24.25.26.27.28.29年度）
②追加健診
③重複頻回受診
④重症化予防事業
・慢性腎臓病（ＣＫＤ）
・糖尿病性腎症
・胃がんリスク検診
・慢性閉塞性肺疾患（COPD）検診
・脳梗塞再発予防

このデータベースを活用した事業は、ジェネリック
医薬品差額通知を除き、Ｈ28年度新規事業の脳
梗塞再発予防を加え8事業を実施した。事業効果

の分析も随時実施しており、的確な保健指導、今
後の事業計画或いは評価等の基礎データとなっ
ている。

【概要】

ジェネリック医薬品差額通知作成の基礎デー
タとして作成するレセプトデータベースに、特
定健診データ及び各種保健指導データを組
み合わせ、燕市オリジナルのデータベースを
作成する。それにより、的確な保健指導対象
者の特定、成果指標及び事業計画作成する。

②
中
長
期
的
に
効
果
の
あ
る
事
業

慢性腎臓病（ＣＫ
Ｄ）進行予防事業

【目的】 重症化予防（人工透析治療への移行防止、
遅延）

【Ｈ27年度】
個別保健指導実施 34人
（うち行動変容者 26人）

【Ｈ28年度】
個別保健指導実施 30人
（うち行動変容者 19人）

【Ｈ29年度】
個別保健指導実施 25人
（※行動変容者は今年度中に分析）

個別保健指導を実施した被保険者のうち、保健指
導後の医療機関受診に繋がった効果率は、H26
年度50.0％、H27年度76.5％と実績を上げている。

今後、効果率を維持しつつ、保健指導実施者数を
増やしていくことが必要。【概要】

特定健診受診者で、燕市で定めた基準（医
師会の指導）を超えかつ、レセプト分析により
治療を受けていない者に対して、個別に自宅
を訪問し受診勧奨を実施

糖尿病性腎症重
症化予防事業

【目的】
重症化予防（人工透析治療への移行防止、
遅延）

【H27年度】 11人
(うち完了者 10人)

【H28年度】 11人
(うち完了者 10人)

【H29年度】 6人
(うち完了者 5人)

本事業については、受療中の方を対象に、人工
透析治療への移行防止・遅延を目的として、他自
治体で実績のある委託業者が主治医と連携し個
別に保健指導する事業で、Ｈ26年度はパイロット
事業として10名が参加。Ｈ27年度に事業継承し、
参加者11名のうち、事業完了したのは10名。その
後も事業継続し、Ｈ28年度は参加者11名中10名、
またＨ29年度では6名中5名が事業完了した。

【概要】
受療中の糖尿病から軽度の腎不全者に対し、
主治医と連携のもと外部委託により、保健指
導「生活習慣改善プログラム」を実施する。

特定健診
未受診者対策

【追加健診】

【目的】 特定健診の受診率向上
【H27年度】受診者 151人

(うち受診勧奨者 139人 92.1%)
【H28年度】受診者 148人

(うち受診勧奨者 138人 93.2%)
【H29年度】受診者 154人

(うち受診勧奨者 129人 83.8%)

追加健診受診者はH25年度118人、H26年度141
人、Ｈ27年度151人、H28年度148人、H29年度154

人と、事業開始初年度から毎年着実に実績を上
げており、国保の被保険者数が毎年700人以上減

少している状況のなか、受診率向上への貢献度
が年々大きくなっている。毎年、受診者はその９
割前後が受診勧奨案内の送付者であり、個別に
よる受診勧奨案内の効果は非常に高いことを実
証している。また、少なからず新規受診者の開拓
にも繋がっている。

【概要】
集団健診未受診者を対象として、新潟県労
働衛生医学協会の燕・吉田地区会場におい
て追加健診を実施する。

【追加健診
勧奨案内】

【概要】
集団健診未受診者のうち、特に受診率が低
い年代に対して受診勧奨案内を発送

【H27年度】40～64歳の集団健診未受診者
受診勧奨通知 3,960通

【H28年度】40～62歳の集団健診未受診者
受診勧奨通知 3,866通

【H29年度】40～63歳の集団健診未受診者
受診勧奨通知 3,913通
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◆平成29年度燕市国民健康保険事業の重点課題

H24～

H25～

H25～

H25～



データ：国庫特別調整金対象事業、国保連保健事業

区分 事業名 事業の目的及び概要
実施年度 実施状況

（アウトプット評価）
効果・課題

H25 H26 H27 H28 H29

②
中
長
期
的
に
効
果
の
あ
る
事
業

胃がん対策事業

【目的】 がんの予防及び早期発見
【H27年度】
・受診者 561人（受診率 78.7％※）

70歳 149人（26.6％）
65歳 196人（34.9％）
60歳 65人（11.6％）
55歳 44人（ 7.8％）
50歳 41人 ( 7.3％）
45歳 38人（ 6.8％）
40歳 28人（ 5.0％）

・要精検該当者（BCD群）304人(54.2％)
うち精密検査受診者

H28.3.31現在 250人(83.6％)

【H28年度】
・受診者 584人（受診率 76.3％※）

70歳 209人（35.8％）
65歳 192人（32.9％）
60歳 65人（11.1％）
55歳 28人（ 4.8％）
50歳 36人 ( 6.2％）
45歳 33人（ 5.6％）
40歳 21人（ 3.6％）

・要精検該当者（BCD群）283人(48.5％)
うち精密検査受診者

H29.3.31現在 204人(72.1％)

【H29年度】
・受診者 555人（受診率 73.5％※）

70歳 223人（40.2％）
65歳 149人（26.9％）
60歳 59人（10.6％）
55歳 40人（ 7.2％）
50歳 33人 ( 5.9％）
45歳 30人（ 5.4％）
40歳 21人（ 3.8％）

・要精検該当者（BCD群）291人(52.4％)
うち精密検査受診者

H30.3.31現在 227人(78.0％)

※受診率は、年齢該当者のうち問診によ
り受診できない者を除外し算出

Ｈ29年度は555人73.5％が受診し、その後受診者

全員に結果及び、精密検査が必要なＢ・Ｃ・Ｄ群
291人に対しては、それぞれの状況にあわせた精

密検査勧奨案内を同封し送付した。その結果、Ｈ
29.3.31現在で227人78.0％が精密検査を受診し、
5人(H28は6人）に早期がんが発見されている。

本市では、精密検査が必要な方は精密検査を受
診し医師の指示に従うことが重要と考えており、
精密検査未受診の方を医療データベース等から
特定し、再度精密検査の受診勧奨案内を送付し
ている。がん発見率が従来の胃がんレントゲン検
診に比べて高いこと、或いは高齢者ほど要精検
率が高い状況から、H27年度から対象年齢に70
歳を加え、事業を拡大したうえで継続実施した。

【概要】

胃がん発症の要因である「ピロリ菌」検査
を特定健診時の血液を利用し実施（40・
45・50・55・60・65・70歳の希望者を対象-
1,000円の自己負担）することで、胃がん
の予防、早期発見に繋げる。

9データ：燕市データヘルス計画

H25～



データ：国庫特別調整金対象事業、国保連保健事業

区分 事業名 事業の目的及び概要
実施年度

実施状況
（アウトプット評価）

効果・課題

H25 H26 H27 H28 H29

②
中
長
期
的
に
効
果
の
あ
る
事
業

慢性閉塞性肺疾患
（COPD）進行予防
事業

【目的】 慢性閉塞性肺疾患（COPD)の早期発見

【H27年度】
・受診者 対象者1,045人のうち

406人（受診率 38.9％）
40歳代 43人（68.3％）
50歳代 46人（32.2％）
60歳代 197人（35.9％）
70歳代 120人（41.2％）

・要精検該当者60人(14.8％)
うち精密検査受診者

H29.3.31現在 37人(61.7％)

【H28年度】
・受診者 対象者1,039人のうち

340人（受診率 32.7％）
40歳代 37人（50.0％）
50歳代 41人（23.7％）
60歳代 176人（32.7％）
70歳代 86人（34.0％）

・要精検該当者35人(10.3％)
うち精密検査受診者

H29.8.16現在22人(62.9％)

【H29年度】
・受診者 対象者1,061人のうち

375人（受診率 35.3％）
40歳代 37人（41.1％）
50歳代 44人（24.6％）
60歳代 191人（37.5％）
70歳代 103人（36.5％）

・要精検該当者26人( 6.9％)
うち精密検査受診者

H30.3.31現在15人(57.7％)

Ｈ27年度は406人38.9％が受診し、精密検査が必
要な60人に対して、検査結果とともに精密検査勧
奨案内を送付した。その結果、37人61.67％が精
密検査を受診し、29人がCOPDの診断を受け、ま
た1人にがんが発見された。

Ｈ28年度は340人32.7％が受診し、精密検査が必
要な35人に対して、検査結果とともに精密検査勧
奨案内を送付した。その結果、22人62.86％が精
密検査を受診し、14人がCOPDの診断を受け、ま

た1人に気管支喘息が発見された。

Ｈ29年度は375人35.3％が受診し、精密検査が必
要な26人に対して、検査結果とともに精密検査勧
奨案内を送付した。その結果、15人57.69％が精

密検査を受診し、12人がCOPDの診断を受け、ま
た1人に拘束性換気障害が発見された。

COPDの認知度が低いために医療機関にかかる
ことがなく重症化しており、早期発見ができてい
ないのが現状である。

本事業を継続実施していくことにより、認知度を
向上させるとともに、ハイリスク者の医療機関へ
の受診勧奨を早期に実施することが、早期発見
に繋がる。

【概要】

特定健診（集団健診）実施時に、喫煙或い
は喫煙歴のある者を対象として、簡易ス
パイロメータを用いた気流閉塞症例
（COPD）によるスクリーニング検査を実施

10データ：燕市データヘルス計画



区分 事業名 事業の目的及び概要

実施年度
実施状況

（アウトプット評価）
効果・課題

H25 H26 H27 H28 H29

②
中
長
期
的
に
効
果
の
あ
る
事
業

脳梗塞再発予防事
業

【目的】 脳梗塞治療中断者の再発阻止

【Ｈ28年度】
個別保健指導実施 22人
（うち行動変容者 12人）

【Ｈ29年度】
個別保健指導実施 13人
（※行動変容者は今年度中に分析）

平成27年度に激増した医療費については、医療

費分析の結果、高額レセプト発生の増加が大き
な要因であり、その中で特に「脳梗塞」の増加が
大きい状況となっていた。

脳梗塞については、生活習慣に起因した疾患と
の関連が強いと考えられており、特に治療中断
者の再発率が高く、また、再発した場合には重篤
となるケースが多いと言われている。

的確な保健指導を実施することにより、脳梗塞の
再発を遅延或いは阻止し、被保険者の生活の質
（QOL)の維持を図るとともに、医療費の削減に繋
げるため、H28年度より取組を開始した事業であ

る。燕市医療データベースを基に、指導前後の状
態について分析を行いながら、その分析結果を
踏まえ今後の事業実施に活かしていくことが重要
である。

【概要】

レセプト分析等から、医師会の指導等に
よる条件に基づき、脳梗塞の再発リスクが
高いと考えられる者をリストアップ。市の
（臨時）看護職員が個別に自宅を訪問し、
医療機関への適正受診或いは食生活を
含めた生活習慣の改善等について、保健
指導を実施する。

11データ：燕市データヘルス計画





















１．平成３０年度燕市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について

　（１） 補正額と財源内訳 （単位：千円）

　（２） 歳入の概要
※歳入及び歳出の概要の補正前予算額は今回補正となる科目を対象に集計してあります。 （単位：千円）

　今回の補正予算は、国民健康保険事業報告システムについて法改正に伴い改修が必要となったため、歳出において関連経費を増額しま

す。また、歳入においては、改修費用に対する県補助金を計上します。

　さらに、前年度の療養給付費等負担金の実績確定に伴い、国庫支出金に超過交付額が生じたため、返還に必要な経費を増額します。

平成３０年度燕市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）の概要

補 正 前 の 額 今 回 補 正 額
財 源 内 訳

補 正 後 の 額
国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

7,188,139

番号 科　　　　　　目 補正前予算額 補正額 関連歳出

7,067,978 120,161 162 119,999

県支出金 県補助金 特別交付金１ 118,449 162 歳出１

２ 繰越金 繰越金 前年度繰越金 1 119,999 -

資料４

- 1 -



　（３） 歳出の概要
（単位：千円）

（単位：千円）

１

１ 款 総務費

項 総務管理費

１ 目 一般管理費

番号 事　業　名　等 事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料

-

７ 款 諸支出金

１ 項 償還金及び還付加算金

特定財源 一般財源

1 一般管理費

国民健康保険事業報告システムの法改正対応に
係る改修費用を増額します。
　
・国保ラインシステム改修業務委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　162千円

108 162 162

2 国庫支出金等返還金

平成29年度療養給付費等負担金に係る返還金が
発生するため増額します。
　
・療養給付費等負担金返還金　　119,999千円

1 119,999 119,999

１ 目 過年度支出金

番号 事　業　名　等 事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料

-

特定財源 一般財源

国県支出金

- 2 -


